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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第35期 

第２四半期連結 
累計期間 

第36期 
第２四半期連結 

累計期間 
第35期 

会計期間 
自平成27年９月１日 
至平成28年２月29日 

自平成28年９月１日 
至平成29年２月28日 

自平成27年９月１日 
至平成28年８月31日 

売上高 （千円） 11,506,057 13,805,480 22,017,919 

経常利益 （千円） 2,593,535 3,278,736 4,072,155 

親会社株主に帰属する四半期 

（当期）純利益 
（千円） 1,849,811 2,339,079 2,725,779 

四半期包括利益または包括利益 （千円） 1,760,882 2,391,285 2,487,295 

純資産額 （千円） 24,528,167 26,948,271 24,901,535 

総資産額 （千円） 38,856,936 43,771,639 39,553,662 

１株当たり四半期（当期）純利益 

金額 
（円） 75.02 94.76 110.55 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） 74.74 93.59 109.53 

自己資本比率 （％） 62.4 60.9 62.1 

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 2,553,845 2,105,961 4,615,818 

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △2,073,514 △1,734,161 △5,150,152 

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △543,959 213,363 △850,222 

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高 
（千円） 4,574,101 3,805,817 3,212,376 

 

回次
第35期

第２四半期連結
会計期間

第36期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自平成27年12月１日
至平成28年２月29日

自平成28年12月１日
至平成29年２月28日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 33.07 49.09 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

(1) 業績の状況 

当第２四半期連結累計期間における当社グループを取り巻く環境は、東日本大震災からの復旧・復興事業や切迫

する大規模地震、激甚化する水害・土砂災害などに備える事前防災対策、また長寿命化対策を図る社会インフラの

整備事業等が国の重要施策として、引き続き全国的に進められております。そうした中、当社グループが推進する

「インプラント工法」は、地球と一体化する粘り強い構造物を早期に構築できる等「建設の五大原則」に基づく優

位性があり、自然災害から人命、財産を守る先進的技術として評価され各地で採用が広がっております。

 建設機械事業におきましては、防災関連の公共工事を中心として需要が伸びており、圧入機サイレントパイラー

のラインナップ全体を通して販売が引き続き好調に推移しております。

 圧入工事事業におきましては、地震や津波に粘り強い「インプラント堤防」の受注が高水準で推移しておりま

す。震災からの復旧工事が進む岩手県や宮城県では、防潮堤の新設や嵩上げ工事において、システム化された機械

で省力化、省人化可能な工法として採用が活発化しています。南海トラフ地震対策では、高知県で海岸堤防改良工

事をこれまで10km以上施工し、その実績から徳島県、大阪府等で河川堤防の補強への採用が進んでいるなど、イン

プラント工法の優位性は着実に浸透し、全国的な普及段階へ入っております。

 また、海外展開におきましては、本年１月、カンボジアへのサイレントパイラーの初納入をはじめ、バングラデ

シュにおいて、インプラント工法による橋梁の基礎工事を受注、着工するなど、アジア地域を中心に実績を重ねて

きております。

 このような状況のもと、当第２四半期連結累計期間における売上高は13,805百万円（前年同四半期比20.0％増）

となりました。利益面におきましては、営業利益3,236百万円（同24.4％増）、経常利益3,278百万円（同26.4％

増）、親会社株主に帰属する四半期純利益2,339百万円（同26.4％増）となりました。 

 当社グループでは、「インプラント工法で世界の建設を変える」を経営方針に、①インプラント工法のパッケー

ジ化によるグローバル展開、②開発に特化した企業体制のさらなる強化、③高知を世界の圧入のメッカにする、を

基本戦略とする「中期経営計画（2016年８月期－2018年８月期）」にもとづき、引き続き事業のさらなる発展に向

け活動してまいります。 

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①建設機械事業

 売上高は9,675百万円（前年同四半期比25.2％増）、セグメント利益は3,242百万円（同24.8％増）となりまし

た。 

②圧入工事事業

 売上高は4,130百万円（前年同四半期比9.3％増）、セグメント利益は635百万円（同1.6％減）となりました。
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(2) 財政状態に関する分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ4,217百万円増加して、43,771百万

円となりました。これは、受取手形及び売掛金等の流動資産において2,955百万円、機械装置及び運搬具等の固

定資産において1,262百万円の増加があったことによるものであります。 

（負債）

当第２四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ2,171百万円増加して、16,823百万円

となりました。これは、前受金等の流動負債の増加2,441百万円に対し、長期借入金等の固定負債の減少270百万

円の差引合計によるものであります。 

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ2,046百万円増加して、26,948百万

円となりました。これは利益剰余金等の増加によるものであります。 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末から

593百万円増加し、3,805百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と

主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ447百万円減少して、2,105百万円となりま

した。これは主に、税金等調整前四半期純利益3,278百万円等の増加要因に対し、売上債権の増減額936百万円等

の減少要因による差引合計によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ339百万円減少して、1,734百万円となりま

した。これは主に、有形固定資産の取得による支出1,952百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果獲得した資金は、213百万円（前年同四半期は543百万円の使用）となりました。これは主に、

短期借入金の純増額700百万円等の増加要因に対し、配当金の支払額418百万円等の減少要因による差引合計によ

るものであります。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

 当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は425百万円であり、セグメントは全額

「建設機械事業」であります。なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に

重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 49,800,000

計 49,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年４月14日）

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 25,404,628 25,407,328
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数は100株で

あります。

計 25,404,628 25,407,328 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成29年４月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年12月１日～ 

平成29年２月28日
35 25,404 31,897 5,893,275 31,897 7,053,552

（注）新株予約権の行使による増加であります。
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（６）【大株主の状況】

    平成29年２月28日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社北村興産 高知県香南市赤岡町2233番地 6,001 23.62 

北村精男 高知県香南市 2,391 9.41 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,967 7.74 

株式会社四国銀行 高知県高知市南はりまや町１丁目１番１号 810 3.19 

技研製作所従業員持株会 高知県高知市布師田3948番地１ 747 2.94 

株式会社高知銀行 高知県高知市堺町２番24号 693 2.72 

北村博美 東京都港区 649 2.55 

北村知佐子 高知県香南市 648 2.55 

北村精章 高知県香南市 646 2.54 

技研共栄会 高知県高知市布師田3948番地１ 563 2.21 

計 － 15,119 59.51 

 （注）１．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てしております。

２．当社は平成29年２月28日現在、自己株式692千株を保有しておりますが、上記株主から除外しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年２月28日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  692,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,696,500 246,965 －

単元未満株式 普通株式   15,628 － －

発行済株式総数 25,404,628 － －

総株主の議決権 － 246,965 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株含まれております。また、「議

決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれております。

②【自己株式等】

平成29年２月28日現在
 

所有者の氏名または
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社技研製作所
高知県高知市布師田

3948番地１
692,500 － 692,500 2.72

計 － 692,500 － 692,500 2.72

 （注）発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てしております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年12月１日から平

成29年２月28日まで）および第２四半期連結累計期間（平成28年９月１日から平成29年２月28日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年８月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年２月28日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,462,780 4,855,817 

受取手形及び売掛金 6,537,891 8,567,077 

製品 670,240 558,452 

仕掛品 2,213,324 2,576,702 

未成工事支出金 102,875 5,572 

原材料及び貯蔵品 2,160,971 2,415,725 

繰延税金資産 1,243,020 1,268,887 

その他 239,971 340,703 

貸倒引当金 △9,709 △12,044 

流動資産合計 17,621,367 20,576,894 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 3,827,076 4,069,288 

機械装置及び運搬具 9,725,222 11,253,287 

土地 9,538,581 9,536,587 

建設仮勘定 2,047,009 1,933,680 

その他 848,292 901,663 

減価償却累計額 △7,344,710 △7,949,283 

有形固定資産合計 18,641,472 19,745,223 

無形固定資産 120,287 115,746 

投資その他の資産    

投資有価証券 877,420 937,915 

繰延税金資産 407,149 366,931 

その他 1,885,965 2,028,926 

貸倒引当金 △0 △0 

投資その他の資産合計 3,170,534 3,333,773 

固定資産合計 21,932,295 23,194,744 

資産合計 39,553,662 43,771,639 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年８月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年２月28日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 6,753,888 7,719,535 

短期借入金 282,180 982,180 

未払法人税等 887,522 951,761 

前受金 2,583,463 3,680,581 

賞与引当金 615,542 292,264 

その他の引当金 6,573 5,412 

その他 975,936 914,928 

流動負債合計 12,105,108 14,546,662 

固定負債    

長期借入金 931,237 790,147 

製品機能維持引当金 593,507 546,266 

退職給付に係る負債 172,978 168,165 

その他 849,296 772,126 

固定負債合計 2,547,018 2,276,705 

負債合計 14,652,127 16,823,367 

純資産の部    

株主資本    

資本金 5,846,540 5,893,275 

資本剰余金 7,006,857 7,053,593 

利益剰余金 12,253,164 14,173,030 

自己株式 △302,865 △302,978 

株主資本合計 24,803,696 26,816,920 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △30,377 12,569 

為替換算調整勘定 △201,757 △192,498 

その他の包括利益累計額合計 △232,135 △179,929 

新株予約権 329,974 311,280 

純資産合計 24,901,535 26,948,271 

負債純資産合計 39,553,662 43,771,639 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年９月１日 

 至 平成28年２月29日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年９月１日 
 至 平成29年２月28日) 

売上高 11,506,057 13,805,480 

売上原価 6,704,101 8,243,516 

売上総利益 4,801,956 5,561,963 

販売費及び一般管理費 ※ 2,201,253 ※ 2,325,753 

営業利益 2,600,702 3,236,210 

営業外収益    

受取利息 9,549 154 

受取配当金 1,172 1,172 

不動産賃貸料 16,802 17,393 

受取保険金 － 23,668 

為替差益 － 1,320 

その他 8,772 16,975 

営業外収益合計 36,297 60,685 

営業外費用    

支払利息 4,518 3,757 

不動産賃貸費用 5,984 5,571 

為替差損 28,554 － 

その他 4,406 8,831 

営業外費用合計 43,464 18,159 

経常利益 2,593,535 3,278,736 

特別損失    

固定資産廃棄損 2,268 － 

特別損失合計 2,268 － 

税金等調整前四半期純利益 2,591,266 3,278,736 

法人税等 741,455 939,657 

四半期純利益 1,849,811 2,339,079 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,849,811 2,339,079 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年９月１日 

 至 平成28年２月29日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年９月１日 
 至 平成29年２月28日) 

四半期純利益 1,849,811 2,339,079 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △37,071 42,946 

為替換算調整勘定 △51,857 9,259 

その他の包括利益合計 △88,929 52,205 

四半期包括利益 1,760,882 2,391,285 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,760,882 2,391,285 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年９月１日 

 至 平成28年２月29日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年９月１日 
 至 平成29年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 2,591,266 3,278,736 

減価償却費 425,476 726,688 

賞与引当金の増減額（△は減少） △116,476 △323,278 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △4,812 

受取利息及び受取配当金 △10,722 △1,327 

支払利息 4,518 3,757 

受取保険金 － △23,668 

為替差損益（△は益） △12,319 △20,881 

売上債権の増減額（△は増加） 196,934 △936,306 

たな卸資産の増減額（△は増加） △61,552 △203,702 

仕入債務の増減額（△は減少） 560,457 873,765 

その他 △157,640 △385,866 

小計 3,419,943 2,983,103 

利息及び配当金の受取額 1,448 1,386 

利息の支払額 △4,417 △3,806 

法人税等の支払額 △863,129 △898,390 

保険金の受取額 － 23,668 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,553,845 2,105,961 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △550,000 △750,000 

定期預金の払戻による収入 550,000 950,403 

有形固定資産の取得による支出 △2,068,155 △1,952,774 

その他 △5,358 18,209 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,073,514 △1,734,161 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） － 700,000 

長期借入金の返済による支出 △123,216 △141,090 

配当金の支払額 △417,754 △418,765 

その他 △2,988 73,219 

財務活動によるキャッシュ・フロー △543,959 213,363 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △25,178 8,276 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △88,807 593,441 

現金及び現金同等物の期首残高 4,662,909 3,212,376 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 4,574,101 ※ 3,805,817 
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。 

（四半期連結貸借対照表関係）

 保証債務

      下記のとおり債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成28年８月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成29年２月28日）

日本ジュウキケンセツ㈱ 4,622千円 日本ジュウキケンセツ㈱ 2,101千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  平成27年９月１日 
  至  平成28年２月29日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成28年９月１日 

  至  平成29年２月28日） 

給料手当 434,844千円 553,705千円 

雑給 106,772 5,312 

賞与引当金繰入額 129,591 142,311 

退職給付費用 38,092 41,333 

貸倒引当金繰入額 293 2,335 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成27年９月１日
至  平成28年２月29日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成28年９月１日
至  平成29年２月28日）

現金及び預金勘定 5,824,420千円 4,855,817千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,250,318 △1,050,000

現金及び現金同等物 4,574,101 3,805,817
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年９月１日 至 平成28年２月29日）

１．配当金支払額

平成27年11月25日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額・・・・・・419,171千円

（ロ）１株当たり配当額・・・・17円

（ハ）基準日・・・・・・・・・平成27年８月31日

（ニ）効力発生日・・・・・・・平成27年11月26日

（ホ）配当の原資・・・・・・・利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末日後となるもの

平成28年４月６日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額・・・・・・419,171千円

（ロ）１株当たり配当額・・・・17円

（ハ）基準日・・・・・・・・・平成28年２月29日

（ニ）効力発生日・・・・・・・平成28年５月11日

（ホ）配当の原資・・・・・・・利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年９月１日 至 平成29年２月28日）

１．配当金支払額

平成28年11月29日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額・・・・・・419,212千円

（ロ）１株当たり配当額・・・・17円

（ハ）基準日・・・・・・・・・平成28年８月31日

（ニ）効力発生日・・・・・・・平成28年11月30日

（ホ）配当の原資・・・・・・・利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末日後となるもの

平成29年４月６日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額・・・・・・741,363千円

（ロ）１株当たり配当額・・・・30円（普通配当20円、創業50周年記念配当10円）

（ハ）基準日・・・・・・・・・平成29年２月28日

（ニ）効力発生日・・・・・・・平成29年５月11日

（ホ）配当の原資・・・・・・・利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年９月１日 至 平成28年２月29日） 

 報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

調整額 
(注)１ 

四半期連結損益 
計算書計上額 

(注)２   建設機械事業 圧入工事事業 

売上高          

外部顧客への売上高 7,727,389 3,778,668 11,506,057 － 11,506,057 

セグメント間の内部 

売上高または振替高 
543,982 73,863 617,846 △617,846 － 

計 8,271,372 3,852,531 12,123,904 △617,846 11,506,057 

セグメント利益 2,598,253 645,682 3,243,935 △643,232 2,600,702 

（注）１．セグメント利益の調整額△643,232千円には、セグメント間取引消去△552千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△642,679千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメン

トに帰属しない一般管理費であります。 

   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年９月１日 至 平成29年２月28日） 

 報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

調整額 
(注)１ 

四半期連結損益 
計算書計上額 

(注)２   建設機械事業 圧入工事事業 

売上高          

外部顧客への売上高 9,675,088 4,130,391 13,805,480 － 13,805,480 

セグメント間の内部 

売上高または振替高 
539,063 41,980 581,044 △581,044 － 

計 10,214,152 4,172,372 14,386,524 △581,044 13,805,480 

セグメント利益 3,242,112 635,398 3,877,511 △641,301 3,236,210 

（注）１．セグメント利益の調整額△641,301千円には、セグメント間取引消去△12,646千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△628,654千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。 

   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額および算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年９月１日
至 平成28年２月29日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年９月１日
至 平成29年２月28日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 75円02銭 94円76銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 1,849,811 2,339,079

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円）
1,849,811 2,339,079

普通株式の期中平均株式数（株） 24,657,145 24,683,151

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 74円74銭 93円59銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 91,620 308,988

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

平成27年10月８日取締役会決

議に基づく新株予約権方式に

よるストック・オプション

新株予約権 6,236個

（普通株式 623,600株）

――――――――

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

２【その他】

平成29年４月６日開催の取締役会にて、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 (イ)配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・741,363千円

 (ロ)１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・30円（普通配当20円、創業50周年記念配当10円）

 (ハ)支払請求の効力発生日および支払開始日・・・・平成29年５月11日

（注）平成29年２月28日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年４月14日

株式会社技研製作所 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 浅 井 愁 星  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 安 田 智 則  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社技研製

作所の平成28年９月１日から平成29年８月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年12月１日から平

成29年２月28日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年９月１日から平成29年２月28日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社技研製作所及び連結子会社の平成29年２月28日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。

 


